
米国関税措置に対する新規チャレンジ支援事業助成金交付要綱 
 

（目的） 
第１条 この要綱は、令和７年４月３日以降に発効したアメリカ合衆国による追加関税又

は相互関税（以下「米国関税措置」という。）の影響により、国内外におけるビジネスの
縮小が懸念されている現況において、その影響を受け、又は受けるおそれのある中小企
業等が行う、新たな事業展開の取組に要する費用の一部を助成することにより、その競
争力を向上させ、もって地域経済の振興に寄与することを目的とする。 
（助成金の交付対象者） 

第２条 この要綱に定める米国関税措置に対する新規チャレンジ支援事業助成金（以下「助
成金」という。）の交付を受けることができる者は、次の（１）～（８）の全てを満たす
ものとする。 
（１）中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に掲げる者（以 
 下「中小企業等」という。）であること。 
（２）北九州市内に事務所又は事業所を有し、今後も事業を継続する意思がある者であ

ること。 
（３）株式会社の場合にあっては、発行済の株式が中小企業等以外の会社により２分の 
 １を超えて保有されていないこと。 
（４）米国関税措置の影響により、助成金を申請する日の属する月の前月（以下「基準

月」という。）を含む直近３か月の売上高が前年の同期の売上高と比較して５パーセン
ト以上減少した、又は基準月を始期とする連続した３か月の売上高の見込みが前年の
同期の売上高と比較して５パーセント以上減少する見込みであること。 

（５）前項の場合において、前年の同期の売上高と比較して５パーセント以上減少した、
又は５パーセント以上減少する見込みである額は、前年の同期の売上高に５パーセン
トを乗じた額以上であること。 

（６）市税の滞納その他の市に対する債務不履行がある等助成金の交付が適当でないと
認められる者でないこと。 

（７）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２ 
 条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）又は第２条第６号に規定する 

暴力団員（以下「暴力団員」という。）でないこと。  

（８）暴力団又は暴力団員と密接な関係を有する者でないこと。 

（助成金の交付） 
第３条 市長は、第１条の目的を達成するため、別表に掲げる事業（以下「助成対象事業」

という。）を行う者に対し、予算の範囲内で助成金を交付することができる。 
２ 助成金の額は、助成対象事業に係る経費のうち市長が別に定める経費（以下「助成対

象経費」という。）の合計額に３分の２を乗じて得た額の範囲内とし、１００万円を上限
とする。この場合において、当該額に１，０００円未満の端数を生じたときは、これを
切り捨てるものとする。 

３ 助成対象経費に係る発注及び調達は、原則として、市内事業者に限るものとする。 
４ 前３項の規定にかかわらず、市長は、同一の助成対象事業及び助成対象経費について、

この助成金とは別に国、県、市若しくはこれらの関係団体又は民間団体による他の助成
を受ける、又は受けた場合の併給を認めないものとする。 

（交付申請書の提出） 

第４条 助成金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、別に定める申請

書に、市長が定める書類を添付して、別に定める募集期間までに市長に提出しなければ

ならない。 

２ 申請者に係る助成対象経費の額は、１５万円以上とする。 

（助成金の交付決定） 

第５条 市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査のうえ、助成金

の交付の可否を決定し、その旨を当該申請者に通知するものとする。 



２ 前項の規定による助成金の交付を可とする決定（以下「交付決定」という。）における
助成金の額は、交付決定をした後、助成対象経費の増額があった場合においても、当初
に交付決定した額を上限とする。 

（助成対象事業の実施） 

第６条 交付決定の通知を受けた者（以下「助成事業者」という。）は、交付決定の日以降
から助成対象事業に着手し、その日の属する年度の３月３１日までに助成対象事業の実
施及び助成対象経費に係る全ての支払いを完了しなければならない。 

２ 助成事業者は、助成対象事業を変更し、又は中止しようとするときは、別に定める変
更承認申請書に、変更の内容が確認できる書類を添付して、あらかじめ市長に提出しな
ければならない。 

３ 市長は、前項の規定による申請があったときは、その内容を審査のうえ、承認の可否

を決定し、その旨を当該助成事業者に通知するものとする。 

（実績報告） 
第７条 助成事業者は、助成対象事業が完了したときは、２０日以内に別に定める助成金

実績報告書に市長が定める書類を添付して市長に提出しなければならない。 
（交付額の確定） 

第８条 市長は、前条に規定する実績報告があったときは、その内容を審査のうえ、交付
すべき助成金の額を確定し、当該額を助成事業者に通知するとともに、別に定める方法
により速やかに当該額の助成金を交付するものとする。 
（交付決定の取消し） 

第９条 市長は、助成事業者が次の各号のいずれかに該当したときは、交付決定の全部又
は一部を取り消すことができる。この場合において、取消しにより助成事業者に損害が
あっても、市長はその損害の責めを負わないものとする。 
（１）偽りその他不正な手段により交付決定を受けたとき。 
（２）助成金を他の用途に使用したとき。 
（３）助成金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 
（４）別に定める宣誓及び同意事項に反する事実があったとき。 
（５）この要綱の規定に違反したとき。 

２ 市長は前項の規定により助成金の交付決定を取り消す場合には、別に定める方法によ
り通知するものとする。 
（助成金の返還） 

第１０条 市長は、前条の規定により助成金の交付決定を取り消した場合において、当該
取消しに係る部分について既に助成金を交付しているときは、別に定める方法により、
期限を定めて返還を命ずるものとする。 

２ 前項の場合においては、市長は返還を命ずるべき者に対し、北九州市補助金等交付規
則第２０条の例による違約加算金及び延滞金を請求することができる。 
（財産処分の制限） 

第１１条 助成事業者は、この要綱により助成金の交付を受けて取得した財産を、助成事
業の完了した日の属する市の会計年度の翌年度の初日を起算日として、減価償却資産の
耐用年数等に関する省令（昭和４０年大蔵省令第１５号）に定める耐用年数に相当する
期間までは、市長の承認を受けないで助成金の交付目的に反して使用、撤去、譲渡、交
換、貸付けしてはならない。 

２ 市長は、前項に規定する財産を助成金の交付目的に反して使用、撤去、譲渡、交換、
貸付けに供することを承認しようとするときは、その交付した助成金の全部又は一部に
相当する金額を市に返還させることができる。 
（設備等の適正管理義務） 

第１２条 助成事業者は、この助成金の交付を受けて設置した設備及び備品等の適切な維
持管理に努めなければならない。 
（北九州市補助金等交付規則との関係） 

第１３条 助成金の交付については、この要綱に定めるもののほか、北九州市補助金等交
付規則（昭和４１年北九州市規則第２７号）の定めるところによる。 



（委任） 
第１４条 この要綱の施行に関し必要な事項は、産業経済局長が別に定める。 

（電子情報処理組織による申請） 

第１５条 第４条の規定にかかわらず、電子情報処理組織(市の機関等の使用に係る電子計

算機と申請をする者の使用に係る電子計算機とを電気通信回線で接続した電子情報処理

組織をいう。)を使用して申請を行わせることができる。 

２ 前項の規定により行われた申請については、当該申請を書面により行うものとして規

定した第４条に規定する書面により行われたものとみなす。 

３ 第 1 項の規定により行われた申請は、同項の市の機関等の使用に係る電子計算機に備

えられたファイルへの記録がされた時に当該市の機関等に到達したものとみなす。 
付 則 

この要綱は、令和７年７月１５日から施行する。 
 
別表 第３条関連 
１ 助成対象事業 
（１）～（６）のいずれかに該当する新たな取組であって、かつ、（７）に該当するもの。 
 
（１）効率化・高収益化の取組 
（２）新分野展開・事業再構築の取組 
（３）新商品・新サービス開発の取組 
（４）販路開拓・新規顧客拡大に向けた販売促進活動の取組 
（５）新規出店等の取組 
（６）販路拡大・事業再構築に向けて必要な能力向上の取組 
（７）次に掲げるいずれかに該当しないこと 

ア 既存の取組と認められる事業 
イ 政治、宗教又は選挙活動に関わる事業 
ウ 公序良俗に反する事業 
エ その他助成金を交付することが適切でないと認められる事業 

 


